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Ⅰ．はじめに

　我が国でも政策分析（Policy Analysis）１の必要性
が指摘されて久しいが、教育政策に対する分析手法
の検討を本稿の課題として設定するのは、教育政
策、特にその中でも特別支援教育政策に関しては、
効率性重視、費用対効果重視といった経済的指標に
よる評価分析は従来遠ざけられてきた感があるから
である２。経済的効率性を追求するのではない、別
の価値体系から教育をとらえようとする潮流は強
く、むしろコストに置き換えることのできない意味
体系の研究が重視されてきた。
　しかし教育という特殊性を加味しても、「政策」
として策定され実施される以上、政策分析の対象と
なることはむしろ自然なことといえるだろう。特
に、平成18年以降、特殊教育から特別支援教育へと
大きく政策転換を図ったことは、障がい児教育政策
を分析する上での重要な政策転換点として看過され
てはならない。本稿では、数ある政策分析手法の中

から、特に適応することに有効性があると思われる
ツールを、特別支援教育政策の分析に適応すること
で、その政策状況の課題を明らかにする。

Ⅱ．政策分析の有効性

Ⅱ－１　政策分析の適用とその反省
　そもそも政策分析にはどのような有効性があるの
だろうか。米国において、政策判断のためには、合
理性と科学性が不可欠であるとして、「政策分析」
の思考と手法を政府に持ち込んだ最初の官僚はマク
ナマラ（McNamara. R.）であったとされる３。米国
で「政策分析」を流行させた契機には、特に膨大な
国防軍事費をコントロールするために60年代初頭ケ
ネディ政権下にマクナマラによって国防総省にシス
テマティックな思考方法が導入されたことがあった
とされる（通称PPBSと称される）。PPBSは、政府
省庁の事業プログラムの費用対便益について複数年
度にわたる費用予測を付けた精緻な分析のシステム
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であった。この時代のPPBSの評価としては、一般
に失敗に終わったとされている。
　しかしケネディやジョンソン時代の予算編成にお
いて、PPBS手法が導入されたことは、ある特定の
政策が予算に見合った効果を得られるか否かを事前
に予測する費用便益分析を基盤とする政策形成を促
した。わずか３年で廃止に追い込まれた理由は、分
析にかかる多大な時間とスタッフの労力の問題で
あったとされる。さらに意思決定において人間の情
報処理能力や判断能力は完全ではないという「限定
的な合理性」（サイモン）の主張、能力の限界に加
えて時間の制約も完全な合理性を不可能なものにす
るというインクリメンタリズム（漸変主義）（リン
ドブロム）からの批判などもPPBSを衰退に追い込
んだ４。
　このような批判を受けながらも、マクナマラの後
を継いで政策アナリストとして活躍したアリス・リ
ブリンは「政策分析」には①広範な社会実験の重要
性、②政府機関のアカウンタビリティの必要性、③
総合的な政策評価研究と評価基準の研究の必要性が
あることを示している。費用便益分析に固執するこ
とは上策ではないことは、歴史的に明らかになった
といえるが、政策分析の必要性自体はその後も衰え
ることなく主張されている。
　今日一般に政策分析というと、政策というプロセ
スに対して、その優先性における理念と論理、順位
づけと方法の差異を明らかにし、検討するものであ
るという説明がされ、経済効率性という単一の基準
を当てはめるという考えからは脱却している５。優
先性の考量に際して重視されるべきだとされている
のは、経済効率性というよりも、生存、安全、福
利、安寧、平和などであり、本稿の目的に従えば、
教育もまたその不動の価値の一つとして加えること
もできるだろう。
　しかし、それらの経済効率性では計れない価値は
現実の場面によっては脆弱なもので、マクナマラが
いうように、われわれはいつも「不完全で取り散ら
かした世界と共存」しているのである。そのような
不完全な世界にあっては、一つの正義による直接的
な即時解決というのは不可能に等しく、アリス・リ

ブリンの指摘のように、より複雑な、複数の選択肢
についての広範な社会実験、より限定された意味で
の政府のアカウンタビリティの明確化（政府にはす
べてのことが可能なわけではない為）、常により客
観的な立場からの情報取集と分析による評価研究お
よび評価基準の更新などが必要になってくる、とい
うわけである。
　現実の政策プロセスではそれほど多様な選択肢が
用意されるわけではなく、むしろ「それしかない」
という状況で政策選択する可能性もないわけではな
い。しかし、今日の複雑性を増す社会に生きる我々
は、政策分析という手法を経なければ、特定の選択
についての正当性をそう簡単には主張することがで
きない、ということであろう。
　政策には目的と対象がある。政策の目標受益者集
団と政策が提供しようとする内容そのものである。
どのような政策であっても、全市民に均等に受益さ
れるということは少なく、受益者集団が限定され
る、または受益が不均等であるということが起こり
うる。政策が明示的に規定する受益者集団と、実際
の受益者集団が一致するとは限らない点にも注意が
必要である６。教育政策は対象と目的が比較的明確
であるとされる。
　何を提供しようとしているのか、という点に関し
ては、それが個人財であるのか、集団財であるの
か、中間の準集団財であるのかという区分が用いら
れる。教育は個人財的要素を多分に含みながらも、
社会全体の将来に強く相関するという意味で準集団
財、集団財とみなされることが多い。
　ところでOECDは、近年の教育にかかわる共通の
政策課題として、財政、ガバナンス、教室・学校運
営という３点を指摘しているが、それらの政策を実
施するからには、政策担当者は複数の選択肢につい
ての広範な社会実験を必要とし、政府がどこまでの
責任を持つのかというアカウンタビリティの明確化
も求められる。またアカウンタビリティと連動して
評価（学校評価等客観的指標による成果の明確化）
手法がさかんに研究されている状況である。
　教育財政に関しては、経済危機の中で教育予算を
削減するのか、教育投資を行っていくのかといっ

 
４　岩崎2012　pp.26-27、宮川2002など。
５　そもそも、現代政策科学の父ともいえるラスウェルは「諸制度を通じ、資源に働きかけつつ、価値結果を最適化しようとする人間の
相互作用する社会プロセス」を解明することを政策科学の目標の一つと設定している。
６　スピルオーバー効果など。
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た政策判断は、トゥールミン・モデル７が示すよう
に、アイディアがどのような言説およびパターンと
して世に現れるかを明らかにしなければならない。
例えば幼児教育保育政策を優先課題とするOECD
は、その必要性や有効性をどういった文脈から説明
するのか、論駁に対してどの程度の確実性（限定
詞）を持って主張するのかなどが政策の実現可能性
やその後の評価の仕方に影響するだろう。経済格差
の増大による教育格差の広がりといったセンセー
ショナルな問題も、政策としていったいどのような
選択肢が可能であり、それぞれの選択肢間で優先さ
れる価値の比較衡量が分析された結果の選択でなけ
れば、有権者を説得する材料にかけるだろう。
　特別なニーズに関する教育もまた、様々な政策を
必要としているが、それは同時に複数の選択肢の社
会実験が必要であり、政府のアカウンタビリティに
関する明快な説明が必要であり、評価指標が必要で
あることを意味している。限られた教育資源を特別
支援教育により手厚く割り当てる正当性は、どのよ
うに言説化されるのか、外部環境分析や内部要因分
析も取り入れた総合的分析が今後の政策実施では問
われてくるだろう。
　今日OECDでは、障がいを持つ生徒、学習に困難
のある生徒、社会的に不利な生徒たちに関する国際
的指標の開発を手掛けているが、各国・地域の状況
の差異などに対応する困難さから、指標は現時点で
も開発途上であるとされている８。教育実態そのも
のを客観的に描くことが困難な状況で、政策の分析
を進めることはさらに困難なことである。

Ⅱ－２　政策分析のツールと適用可能性
　政策分析の手法には、政策の内容や決定過程の
解明に重点を置くもの（政策の窓モデル等）、政策
の実施過程に重点を置くもの（戦略的マネジメン
ト等）、政策実施の成果の評価に重点をおくものな
ど、それぞれの特徴がみられる。以下それらを簡単
にまとめる。また政策分析には様々な選択肢が準備
され、社会実験され、アカウンタビリティが明確に

されることが必要であるというマクナマラらの主張
に沿う筆者の関心は、特にそれぞれの政策（の一連
の流れ）をどのように言説化するか、という点にあ
る。そこで本稿では特に政策内容を決める際の「記
述の厚さ」を重要視するいくつかの分析手法によ
り、特別支援教育政策を俎上に載せることを試み
る。導かれる知見としては、問題の記述として多様
な選択肢が準備されているとはいえないこと、また
一面的な価値の記述にとどまったり、目標が不明確
になってしまうという政策プロセスとしての弱さ
（政策判断のラショナリティの不明確さ）を指摘す
る。

ａ） 費用便益分析・費用効果分析
　政策分析は、従来以下のように説明されてきた。
まず、政策分析の対象である政策課題は一般に対立
をふくんでいる。イデオロギー、利害、知識の不足
などがその対立の原因であるとされる。この政策を
めぐる対立は、目的の正否に対するというよりも、
多くはコストの問題であり、諸政策はトレードオフ
の関係にある。つまりある政策についてその正否を
判断すれば済む問題ではなく、二つ以上の政策につ
いて、政策実施に要するコストが、対応策を講じる
ことによって予想される便益と見合うかどうかの判
断材料を提供しなければならない。政策研究によっ
て、事実が究明されて対立軸が明らかになり、そ
れが的確に説明され、人々が論点を理解してコス
トに対して結果が見合うと判断されれば、「政策の
窓」があいて解決の道筋が示されることになるとす 
る９。

ｂ）価値を主軸とした分析
　また公共政策の価値そのものに優先順位をつけよ
うと試みるポスト実証主義の立場もある。政策提唱
型や政党系の研究はこの範疇にはいる。明確な価値
基準に基づいて、価値観を立証し支持する。自らが
主張する価値概念やそれを推進発展させる政策案を
広く普及させるために、中長期にわたって継続的に

 
７　岩崎　前掲書など。主張（claim）、データ（data）、保証（warrant）、裏付け（backing）、反証（rebuttal）、限定（qualifier）という
手順を論証の構成要素として位置付ける。
８　OECD2009によれば、障がい児教育の国際的アジェンダは、追加的資源の提供（障がいのある生徒は、追加的資源なくしては他の生
徒と同等の機会を得ることができない、という考え）をもとに、資源とその配分という視点から教育政策をデータ化している。OECD
が各国に要請したデータは、「追加的資源の利用が可能とされた生徒」に関するもので、国際カテゴリーとして障がい、困難、社会的
不利の３つの分類が利用されている。
９　北川他2005 p.190。
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一貫性ある議論が展開される。価値の優劣は、コス
トの多寡によって判断されうるものではないため、
費用便益分析とは一線を画したスタンスであるとい
える10。

ｃ）戦略を軸とした分析
　システム分析、ゲーム理論などは、社会的なコス
ト比較や絶対的価値の想定というよりは、各個人が
それぞれ有利なように戦略を設定するという合理的
選択論を想定している。経済合理性に従う人間（個
人）を主軸とした演繹的な分析枠組みを持ってい
る。

ｄ）問題解決を軸とした分析
　政策決定の場面は、常に問題解決の場面であると
する考えもある。公的組織の意思決定の基本カテゴ
リーには「問題解決」と「説得」がある。問題解決で
は、参加者の間で価値の不一致が生じていることが
判明すれば、目標や基準の違いの原因である価値観
について検討する、「説得」が必要になる。「説得」
では、対立軸を調整するために、参加者間で共有で
きるより一般化された価値概念が求められる。その
結果、価値としてはより中立的なものが選択されて
いくという説明が成り立つことから、価値を軸にし
た分析とも、また費用便益分析とも違うスタンスで
ある。
　このような中立性が分析に導入されたのは、コス
トや価値による合理的判断の限界を指摘する流れが
あったからである。北川（2005）によれば、現実の
政策決定者は①きわめて不透明な見通しと資源・情
報・時間等の厳しい制約のもとで可能な限り周到な
分析を行い、②社会構成員の価値観の多様性と流動
性を大前提とし、③政策の実行可能性を左右する
様々な制約条件を慎重に検討し、④適切と思われる
何らかの基準に基づいて代替案を順位づけして決定
を行い、⑤その際、当面何もせず事態を静観すると
いうことを含め何らかの選択、決定を行うことを職
責上求められており、その責任を他の人にも転嫁す
ることができず、⑥自らが下した決定に対して説明

責任と、⑦その決定を受けて実施された公共政策の
帰結に対する結果責任をまぬかれることができない
というストレスのもとで、⑧しかも社会構成員すべ
ての人生を大きく左右する決定を下すことを期待さ
れ要求されている11。
　同様に、合理的判断の現実性を疑う理論に、ゴミ
箱（ゴミ缶）理論がある。組織内の意思決定におい
て、政策課程各段階間の論理的な意向を否定し、む
しろ混在する様々な情報の中から抽出される偶発的
な選好と経緯を強調するのがそれである。また政策
の窓モデルも、政策それ自体を独自の動きを持つも
のとしてとらえている点では、類似している。
　実際の問題場面では、合理性の限界や偶然性も考
慮しなければ説明がつかない、というスタンスであ
る。

e）アウトプットを軸とした分析
　政策のアウトプットに着目する手法には、企業経
営のノウハウが援用されている。たとえばベンチ
マーキングによる政策分析である。民間企業のベン
チマーキングは、①ベンチマークの対象となる事業
プロセスを設定、②自らの組織の事業プロセスを研
究、③ベンチマーキングのパートナーを選ぶ、④ベ
ンチマークングのパートナーの事業プロセスを分析
し優れたパフォーマンスを生み出す要因を特定化す
る、⑤ベストプラクティスを自らの組織に適用し、
実行する、⑥ベストプラクティス採用の結果につい
て評価し、さらにプラクティスを改訂する、という
手順からなっている。費用便益分析に近いが、利益
を上げるという至上目標を基盤にしているため、目
標自体を選択考量する必要のある政策決定とは相い
れない部分もあるだろう12。
　明確化、共有された目的のもとでの効率性を求め
る手法では、政府や自治体のビジョン（基本政策の
方向）を明らかにし、ビジョンを実現するための目
標を設定し、目標の達成度を計測しようとするも
の、ベンチマーキングやカウンターパートとのパ
フォーマンス比較が行われている。ベンチマーキン
グは本質的には「自治体内部要因の分析に基づく作

 
10　同上書pp.191-192。
11　北川他2005　p.24。
12　その他にも「ニーズ分析」「ライバル分析」からなる市場分析は、クライアントを対象とした大規模なアンケート調査と「キーパー
ソン」によるグループインタヴューなどを通じて組織にとっての需要見通し、つまりどのような需要が伸びていくのか、どのような需
要が減少していくのかを明らかにする。自治体の市場分析も顧客主義にたてば、市民の側からの視点でマネジメントを考える必要があ
り、公共サービスの担い手としては行政にとどまらないパートナーの協働が重要であるとされる。
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業にすぎ」ないという指摘はすでにあり、政策目標
のプライオリティ付けなどは、外部環境分析を前提
とした戦略マネジメント13の適用が必要とされてい
る。
　以上の分析ツールに共通することは、選択肢個々
の詳細な内容、特に設定された問題を解決するため
の政策体系が持つ目的と手段の構造、およびそれら
選択肢個々の経済的・政治的合理性に関する判定結
果とその根拠となったデータが明確に記述されてい
ることである。

Ⅲ．ピアソンの歴史的制度論の視座から

Ⅲ－１　歴史的制度論による分析
　政策分析には、複数の選択肢が準備され、社会実
験され、アカウンタビリティが明確にされることが
必要であるというマクナマラ、リブリンらの主張に
沿う筆者の関心は、特に政策（の一連の流れ）をい
かに言説化できるか（記述の厚み）、という点にあ
る。そこで本節では特に政策内容を決める際の「問
題の記述」を重要視していると思われるピアソンの
歴史的制度論、それをうけたセーレンらの漸進的な
制度転換モデルを援用することで、特別支援教育政
策を俎上に載せることを試みる。この分析を通じ
て、多様な選択肢が準備されているとはいえない現
状や、また一面的な価値の記述にとどまってしまう
という政策としての弱さ（政策判断のラショナリ
ティの不明確さ）を指摘することが可能であると考
える。尚、歴史的制度論を教育政策の分析に取り入
れる方向性は、荒井（2010）の研究にみられる14。
　岩崎（2012）によれば、歴史的制度論は、政策分
析の際に、経路依存や政策フィードバックの概念を
重視する。ピアソンの歴史的制度論の功績は、政治
学における時間の重要性を指摘したことであるとい
われる。以下、これまでに挙げた合理的選択論や問
題解決、戦略マネジメント等の理論とピアソンの主
張した歴史制度論の違いについて検討する。
　政策決定を公共財の共有という点から見た場合、
ピアソンは公共財の供給では、正のフィードバック
が生じやすいとする。要するに一度決められた経路
は、その後の政策の依存性を引き出す、という考え

方である。それにはいくつかの理由がある。まず、
集合的行為の決定や行動のコストは高く、一度決定
されたものを変更することは難しくなり、制度化が
進んでいる場合にはさらに困難になるからである。
いったん決められた政策（政治制度）は社会にあま
ねくおよび、アクターの行動に対して少なからぬ拘
束力がかかる。アクターは制度の基準に準じた一定
の行動パターンをとるようになり、それが繰り返さ
れることで制度の自己強化が進んでいく。これが正
のフィードバックである。
　また多くのアクターが介在する集合的行為では、
行為と結果の因果関係が明確にならないことも多い
ため、政治は多義的になり、既存の制度や政策の変
更を難しくする。すなわち政策の継続を促し、政策
の深い安定（ロックイン）に至る可能性を高くする。
政治的多義性は完全情報の取得を難しくさせるた
め、アクターの「思い込み」による判断（予断）を
生じさせる。各アクターが都合のよい情報のみを選
ぶことで、経路維持のバイアスがかかる。政治にお
いては企業間のような競争圧力がないため、そう頻
繁に立案や改良がおこるわけではない。つまり企業
活動などと比較した際、政策の決定は即時に成果が
測定されるわけでも、淘汰競争にさらされるわけで
もなく、アクターの「期待値」のみでもしばらくは
存続し続ける可能性がある、といえる。
　このようにピアソンは、政策が一定の時間の流れ
に拘束されて（経路依存）成立することを主張した。
どの程度の長さの時間が影響範囲となるかによって
分類したものが表１である。原因・帰結の長短によ
りⅠ～Ⅳのタイプに分類される。

Ⅲ－２　漸進的な制度変容のモデル
　岩崎（2012）によれば、セーレンとストリーク
は、歴史的制度論の考えに対して、若干の修正を加
えた。セーレンらは第３者によるルールの強制に制
度の本質を見出し、ルールの作り手と受け手の間の
闘争の結果が制度であるとみなした。制度の変容
は、アクター間の力関係の変化によって生じるもの
と考えられる。彼らのモデルによれば、制度は、制
度置換・制度併設・制度放置・制度転用・制度消耗
といった漸進的な変化を経る（漸進的な制度変容）。

 
13　戦略マネジメントとは、「組織の長期的な成果を決する意思決定と行動のセットで、外部環境分析、内部要因分析、戦略策定、組織
の破壊的再生、戦略執行、モニタリング（成果測定）、成果評価、フィードバックの一連のマネジメントプロセス」である。
14　荒井英治郎　2010。
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また、セーレンとマホニーは、制度をアクター間の
政治闘争の対象とみなし、とりわけ制度の意味に関
する解釈の曖昧性が、アクターの創造性と行動能力
を引き出すとする。つまりなんらかの制度変容がお
こるためには、既存のルールの新解釈を可能にする
政治的空間の開放が必要なのである。またそのよう
なアクターによるルールの新解釈を可能にする変数
として、制度の意味解釈・強制に対するアクターの
自由裁量度の高低、現状維持を唱えるアクターの拒
否権行使可能性の強弱を設定し、それらの組み合わ
せに伴って生じる制度変容のパターン化を試みた。
　それによると、制度の意味解釈・強制に対するア
クターの自由裁量度が低い場合、制度併設か制度置
換が生じる可能性が高い。現状維持を唱えるアク
ターが強力な拒否権を持っている場合、新たな解釈
を出そうとするアクターの影響力は限られ、既存の
制度を基本として追加や改良という戦略をとらざる
を得なくなる。逆に拒否権が弱い場合は、新たな解
釈がとってかわる制度置換のパターンとなる。アク
ターの解釈・強制の自由裁量が高い場合には、制度
放置か、制度転用が生じる。現状維持の拒否権が強
力に働く場合、反対派のアクターは現状の制度を受
け入れざるを得ないが、その一方で自由裁量の大き
さを生かして独自の意味解釈を制度に吹き込み、新
たな制度発展の道を切り開く。現状維持派の拒否権
が弱い場合、反対派は、自由裁量の大きさを生かし
て既存の制度を自分の都合の良い方向へと導いてい
く制度転用のパターンをとる。
　次章では前述したピアソンの歴史制度分析や、瀬
レーンらの漸進的な制度変容のモデルを用いて、特

別支援教育政策の分析を試みる。

Ⅲ－３　 特別支援教育政策の分析（歴史的制度論お
よび制度変容の視座から）

１）歴史的制度論の視座からの分析
　本節では、障がい児教育政策の変遷を歴史制度分
析および、制度置換、制度併設、制度置、制度転
用、制度消耗等の視座から検討する。
　表２にあらわしたように、第２次世界大戦後に行
われたわが国の学校教育制度改革を、ピアソンの分
類にいう「隕石/大量絶滅型」と位置付ける。制度
設計にかけられた時間の短さの割に、その変化がも
たらす効果には長期的な時間差が生じた。しかし当
初障がい児教育の保障は明確かつ完全なものではな
かったため、その後制度改革を志向する要求は時間
とともに累積し、ある閾値に到達するごとに、大き
な変動を起こしてきたと考えられる。養護学校の義
務化がその第１の変動であり、おそらく連鎖的にい
くつかの比較的小規模な制度変更があり、その後の
第２の大きな変動は特別支援教育への移行であると
考える。「地球温暖化型」の変容としては、インク
ルーシブ状況への社会的適応過程があげられよう。
累積的にみれば障がいの認知度は徐々に上昇し、社
会的インフラは増加こそすれ減少しているとは考え
られないからである。特殊教育から特別支援教育へ
の転換は、徐々に押し上げられてきたインクルーシ
ブ状況への適応過程とその認知度の上昇が引き起こ
したと考えられ、地震型というよりは地球温暖化型
の変化であったと考えらえる15。
　ピアソンが指摘するように、従来の合理的選択モ

 
15　障がい児教育を考える際、その時間的射程は長く、竜巻型を想定することは考えにくい。短期的な原因から短期的な射程の政策が求
められることはこの分野においてまずないからである。ただし自然災害などで急激に特定のニーズが増加することは、たとえば東北地
震の際、特に児童生徒の心理的ケアが必要とされたことなどをみれば、想定不可能とは言えない。本稿においてはそのような特別な
ニーズを検討することを射程に収めていないため、表２では該当なしとした。

表１　社会学的説明の４タイプ（ピアソン）

帰結の時間的射程

短 長

原
因
の
時
間
的
射
程

短 Ⅰ　竜巻型 Ⅱ　隕石／大量絶滅型
累積的効果

長
Ⅲ　地震型
閾値効果
因果連鎖効果

Ⅳ　地球温暖化型
累積的原因

出典：岩崎（2012）
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表２　社会学的説明の４タイプ×特別支援教育政策

帰結の時間的射程

短 長

原
因
の
時
間
的
射
程

短

Ⅰ竜巻型
（障がいの発生率は極端に変動することは考えにくい
ので、ここに分類するものはなし。自然災害、人為
的災害などで一時的に発生する教育的ニーズは考え
られるが本稿の対象とはいえないため割愛する。）

Ⅱ隕石／大量絶滅型
累積的効果

我が国にとって戦後のGHQによる教育制度改革は、
短期的集中的に行われた。しかしその後の継続性と
いう観点からは帰結の射程は大変長くまた大きい変
動であったと考えられる。戦前の教育体制は更地に
戻され、教育基本法、学校教育法の規定に基づく学
校体系が構築された。特殊教育も、それ以前の政
策・制度の継続という点はほぼなかったが、その後
の四半世紀の間続く制度枠組みを提供した。

長

Ⅲ地震型
閾値効果
因果連鎖効果

戦後の教育改革で設計された制度の内実は、個々の
関係者、とりわけ障がい児の保護者、担当教師らに
よって要求され、実現される必要があった。全国的
に起こった教育権保障の声が閾値を超えたのが1979
年の養護学校義務化であったと考える。また義務化
以後、より具体的・個別的な教育保障への要求が高
まる中で、国際状況なども連鎖的因果となって第２
の変化、特別支援教育の実施となって現れたと考え
られる。この変化の間にはいくつかの中間的な段階
が介在しているはずである。特別支援教育への変動
の原因が特定されるためにはさらに詳細な研究が必
要である。

Ⅳ地球温暖化型
累積的原因

学校教育に限らず、障がい者の権利充足を求める草
の根運動的な活動が継続されてきた。障がい児の放
課後保障や休日の学童などもその一つである。当事
者の主張は長年の間でもおおむね一貫しており、急
激な変化や衰退があるわけではなく、着実に障がい
児者の社会参加を推し進めている側面が認められる。
この20年を考えただけでも、社会的なインクルーシ
ブ状況は完全ではないが前進する傾向を続けている。
制度的な下支えとなっているのは、大学受験方法の
多様化や、学習支援ツールの開発、社会的インフラ
の整備（駅構内のエレベーター設置、点字や音声ガイ
ドの導入など）があるが、これはバリアフリー、ユニ
バーサルデザインといった福利厚生を推し進める社
会的動向が障がい児者にも有利に働いている面があ
る。

出典：岩崎（2012）をもとに筆者作成

デルでは、歴史的制度論による分析のような説明を
することはできない。合理的選択モデルでは、制度
は、合理的なアクターが自己の目的を追求するため
にそのつど設計するものとされ、たとえば「合理的
な選択を阻害する状況」や「合理的選択をしようと
思っても選択肢自体が準備されていない状況」が想
定されない。特に特別支援教育政策のケースでは、
合理的選択モデルには顕著な限界がある。なぜなら
当事者は明らかに限定されており、「当事者」であ
る場合とそうでない場合で、選好がまったくことな
ると想定せざるを得ず、障がいをもつ「当事者」は
障がい児教育の保障と充実を選択するが、「当事者
以外」は、むしろ障がい児教育の保障を充実させる
ことは、己の利益を低減させる阻害要因とみなさな
ければならなくなる。そのため分離教育の有効性を
唱え、インクルーシブ教育に対する疑義を呈するこ
とで己のパイを大きくするという戦略をとることに
なり、社会的にはインクルーシブ状況は生まれが
たくなるからである。また障がいをもつ「当事者」

も、己の目的にしか言及できないとすれば、自己の
教育保障を主張することはできても、それがたとえ
ば「隔離された場所」であることを拒否することは
不可能になってしまう。「当事者以外」の異なる利
害ポイントをもった人間を巻き込むことは合理的選
択論では想定されていない。自己の選択が自己のも
のであるように、他者の選択はまた他者の選択であ
り、その選択に影響力を行使することは想定されて
いないからである。合理的選択論は、実は選択可能
な選択肢のみが選択肢であるという自家撞着に陥る
危険性をはらんでいる。いまだ存在しない選択肢を
生み出すための理論としては弱いのである。
　またピアソンは、制度にはアクターの予想を超え
る効果があること、アクターは社会的適切さを考慮
すること、アクターは長期的帰結を予想しえないこ
と、誰もが予期せぬ結果をもたらすことがあるこ
と、予想した効果が得られない状況になること、ア
クターの変化により選好が変化する可能性があるこ
となども指摘している。
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　このように、時間的な軸を政策分析の際に考慮に
入れた歴史的制度分析には一定の有効性があると考
えられる。次にセーレンとストリークによって提唱
されている漸進的な制度変容のモデルの適応を試み
る。

２）セーレンの制度変容の視座からの分析
　制度置換・制度併設・制度放置・制度転用につい
て検討する。
　制度置換においては、従来の制度的配置はわきに
追いやられ、傍流であった制度的配置が主流となっ
て入れ替わるとされる。特別支援教育の個別の指導
計画や個別の教育支援計画等に着目すれば、確かに
傍流として取り組みはあったので、それらが主流と
なり、入れ替わったととらえることも可能である。
しかし特殊教育の中で行われていた制度的配置、す
なわち就学指導や交流教育を中心とした指導態勢が
わきに追いやられたわけではない。またはそのよう
な制度的配置は個別の指導計画等により、次第に淘
汰されていくものでありうるだろうか。
　制度併設とは従来の制度に新たな部分を付け足し
たり、改良を加えたりすることである。特殊教育の
制度は、通級制を取り入れ、発達障害等障がいの定
義を追加してきたという経緯があるが、それを制度
骨格の維持としてとらえることも可能である。制度
の骨格は維持されたととらえる理由には特別支援教
育体制においても、特別支援学校（養護学校）の存
在を否定しておらず、制度的継続性があること、特
殊学級についても特別支援教室への転換が一時探ら
れたが、現在でも特別支援学級として存続している
割合が高いこと、発達障害等が制度的考慮の対象と
されたとはいえ、明らかに異なる制度的分岐がお
こったわけではなく、従来の形態での「留意」にと
どまっている面が強いことなどがある。
　制度放置についてはどうか。社会変化に対する更
新、改良を怠ると、制度は社会の現実から取り残さ
れ、退化するとされる。特殊教育の制度を含む学校
教育制度自体が社会の現実から取り残されている状
況であったとすれば、そこには新たな制度が生み出
される契機が含まれていたはずである。特別支援教
育に移行したことが、社会的現状に対する教育制度
の更新だったととらえることも可能である。
　制度転用は、制度自体に大幅な変更は加えず、目
的や機能を再設定することを意味する。この考えを
援用すれば、特殊教育のままで目的や機能を再設定

することは可能だったのか、という選択肢の考察が
可能である。または今日の特別支援教育体制は、実
は特殊教育の制度の目的や機能を再設定したに過ぎ
ない制度転用であるという説明も可能になる。
　制度消耗は、年月とともに制度が徐々に崩壊して
いく変化を意味する。従来の特殊教育が制度的崩壊
状態にあったとは考えにくいが、それならば、耐用
年数的には維持可能であったにもかかわらず、制度
的変更を行った理由が提示されなければならないで
あろう。
　また既存のルールの新解釈を可能にする政治的空
間の開放がどこで起こったのかについても検討しな
ければならない。制度の意味解釈・強制に対するア
クターの自由裁量度が低かったとすれば、制度併
設、制度置換が起こるとされる。この仮説をとれ
ば、特別支援教育という制度置換が起こったという
ことは、それに関連するアクターの自由裁量度が低
かったということの一つの証左となる。
　現状維持を唱えるアクターが強力な拒否権を持っ
ている場合、新たな解釈は難しく、追加、改良とい
う戦略になるという仮説からは、特殊教育の制度に
対して追加、改良にとどまっているとすれば、現状
維持を唱えるアクターがいまだ強力な拒否権をもっ
ているといえる。またはある程度の制度置換がお
こったとすれば、現状維持派の拒否権は弱体化して
いると考えられる。
　また今後、現状維持派の拒否権が強力に働くとす
れば、現状変革派は現状制度を受け入れつつも、自
由裁量を大きくし、独自の意味解釈を制度に吹き込
もうとするだろう。つまり特別支援教育によってお
こる変化の度合いに満足できない改革派アクター
は、制度に対して独自の意味解釈を試み、新たな制
度発展の道が作られていくというシナリオが想定さ
れる。また現状維持派の拒否権が弱いものであれ
ば、改革派は既存の制度を自分の都合の良い方向へ
と導き、制度転用を図るというシナリオになる（表
３）。

Ⅳ．近年の特別支援教育の動向から

　以上、政策分析のツールに基づいて、障がい児教
育政策の分析を検討したが、平成18年度以前の特殊
教育、それ以後の特別支援教育について、その政策
の継続と断絶については、これまで管見の限り、詳
細な研究はなされていない。本節においては、その
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制度転換の時期に行われた言説について政策循環論
に基づいてさらに検討を進める。
　特別支援教育への転換期、義務教育段階では障が
い児教育（特別支援学校、特別支援学級、通級によ
る指導）の対象者は2.7％、また「学習や生活面で特
別な教育的支援を必要とする児童生徒数」は6.5％
程度学級に在籍しているというデータがあり、制度
変更の際の一つの論点とされた。また当時注目され
ていたのは、ⅰ）障がいの重度・重複化、多様化、
ⅱ）学習障害、注意欠陥障がい等の対応の必要性、
ⅲ）早期からの教育的対応に関する要望の高まり、
ⅳ）高等部への進学率の上昇、卒業後の進路の多様
化、ⅴ）障がい者の自立と社会参加などが進んでい
る状況などであった（表４）。これらの５つの課題
状況は、その原因の時間的射程距離としては比較的
短く（時代の変化とともに浮上してきた問題であっ
た）、その政策効果の射的距離は長い（長期的な影
響を与えることが想定された）ものである。
　これらの動向を踏まえて文部科学省は、①通級に
よる指導の対象にLD・ADHDを加え（H18年施行）、
②学校教育法等を改正し、盲、ろう、養護学校の制
度は、複数の障がい種を受け入れる特別支援学校の
制度に転換した。また小中学校等においても、③特
別支援教育を推進することが規定され、④障がいの

ある児童の就学先を決定する際には、保護者の意見
を聞くことを法令上義務付ける、等の制度改正を
行った。
　「今後の特別支援教育の在り方について（最終報
告）」（Ｈ15年３月）では、⑤障がいのある幼児児童
生徒一人一人について個別の教育支援計画を作成す
ること、⑥特別支援教育コーディネーターを置くこ
と、⑦広域特別支援連携協議会を都道府県に設置す
ること、⑧盲ろう養護学校を地域のセンター的な役
割を果たすとして特別支援学校に転換すること、⑨
特殊学級や通級指導の制度を通常の学級に在籍した
うえで指導を受けることを可能とする制度に一本化
すること、が提言された。
　この最終報告をうけてH17年「特別支援教育を推
進するための制度の在り方について（答申）」では、
障がいのある児童生徒などの教育について、⑩従来
の特殊教育から、一人一人のニーズに応じた適切な
指導及び必要な支援を行う「特別支援教育」に転換
すること、⑪複数障がい種を対象とする特別支援学
校に転換し、地域の特別支援教育センターとしての
機能を位置づける、⑫LD、ADHDを通級による指
導の対象とし、特別支援教室の構想については引き
続き検討する、とされた。文部科学省は学校教育法
施行規則の一部改正（H18年４月）、学校教育法等

表３　斬新的な制度変容のパターン×特別支援教育政策

標的となる制度の特徴

解釈・強制の自由裁量が低い
（ルールの新解釈ができない）

解釈・強制の自由裁量が高い
（ルールの新解釈が可能）

政
治
的
背
景
の
特
徴

強
力
な
拒
否
権
の
可
能
性

制度併設
強力な拒否権を行使して現状維持を目指すアク
ターにより、特別支援教育態勢は、従来の特殊教
育にとって代わるというよりも併設される形とな
る。
現状維持派として想定されるのは、インクルーシ
ブ教育に関心の薄い教員や、負担感を感じている
教員、当事者ではなく子弟の学習の保障に不安を
抱いている保護者など。

制度放置
特別支援体制が強制力の弱いものであれば、強力
な拒否権を行使するアクターにより、その制度的
内容は放置・無視され、従来の特殊教育と何ら変
わることのない実態が維持される。社会的現実に
対応できなくなり、制度そのものが放置される。
改革派は独自の意味解釈で新たな制度の創設を目
指す。

弱
い
拒
否
権
の
可
能
性

制度置換
強い拒否権を発動するアクターがすでに存在せず、
また制度の強制力も十分に強いものであれば、特
別支援体制の厳格な適応がすすめられ、制度は置
換する。
インクルーシブ教育に対する強い拒否権は発動さ
れず、改革派（インクルーシブ教育推進派）によっ
て制度置換が行われる。

制度転用
改革派は、自由裁量の大きさを生かして既存の制
度を都合のよい方向へ導く。制度は変えなくとも、
目標や機能を再設定することが可能である。

出典：岩崎（2012）をもとに筆者作成
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の一部改正（H19年４月）を行い、制度改正となっ
た。
　この間の政策を先ほどの記述された課題に対応さ
せると以下の表５のようになる（対応しないもの
は、記述されない課題として分類）。この表からわ
かることは、政策の問題状況を設定する時点で描か
れていた課題状況と、その後策定された政策の方向
性にはある種のかい離がみられるということであ
る。問題提起の場面では早期教育への対応や進学・
進路の問題というかなり具体的な課題が想定されて
いたにもかかわらず、その後の政策として早期教育
の在り方や進学進路の在り方について独自に取り上
げられるような説明は少なくなっていった。むしろ
包括的な方向性の転換をはかるような言説が、その
後の答申や政策の説明では主張を始めるのである
（特別支援教育の実施やセンター的役割、就学指導
への保護者参加程度の増加など）。

Ⅴ．考察

　歴史的制度論の分析からは、原因や帰結の時間的
射程の長短による制度説明の差異化が可能であるこ
と、漸進的な制度変容のモデルの分析からは、現在
の制度がどのような状態にあるのかという分析をい
くつかのシナリオに描くことが可能であることが明
らかになった。このような分析・説明の仕方は、費
用便益分析や合理的選択論にはない制度理解の手法
である。また単一の価値を基軸に対象を切るより
も、複雑で多様な意味を掘り起こすことができると
いう点で、有効性が認められる。また近年の特別支
援教育をめぐる政策動向を、政策循環論に基づいて
記述することにより、その制度的曖昧さを指摘し
た。
　このような手法は、制度の欠陥を指摘するという
よりも、制度をより充実させるために補充すべきポ
イントを明らかにするために使用されるべきだろう。
　平成24年度には、中教審より「共生社会の形成に
向けたインクルーシブ教育システム構築のための特
別支援教育の推進（報告）」が出された。インクルー
シブ教育システムにおける教育の専門性、研修カリ
キュラムの開発が研究課題とされ、特別な支援を必
要とする児童生徒への配慮や特別な指導に関する研
究、教育の専門性、教職員学校や地域における教育
の専門性が継続的に獲得、発揮されるためには、教
育委員会にも支えられた学校等における組織的な取
り組みが必要であり、関連機関や人との連携、協働
が重要であることなどが指摘されている。
　しかしながら、戦略マネジメントを考えるなら
ば、特別支援教育政策を実施するうえで長期的な成
果とはなにかをあらかじめ明確にする必要がある。
平成24年度の答申を参照するならば、今後はインク
ルーシブ教育が目標として設定されるであろう。社
会的状況がよりインクルーシブになることが、特別
支援教育の長期的成果として求められている。政策
循環のモデルに従えば、インクルーシブ状況に対し
て、外部環境分析や内部要因分析を行い、そのうえ
で戦略を策定し、これまでの学校組織体系を破壊的
に再生しながら戦略を執行し、その結果をモニタリ
ングし、成果を評価し、フィードバックして初めて
一連の政策過程が終了したことになる。インクルー
シブ状況に対する外部環境分析としては、家庭、地
域社会など学校関係者以外の集団や、経済、医療、
福祉といった教育以外の領域を設定して検討する必

表４　記述された課題

ⅰ）障がいの重度・重複化、多様化

ⅱ）学習障害、注意欠陥障がい等の対応の必要性

ⅲ）早期からの教育的対応に関する要望の高まり

ⅳ） 高等部への進学率の上昇、卒業後の進路の多様化

ⅴ）障がい者の自立と社会参加の進展

出典：筆者作成

表５　記述された課題と政策の対応

記述された課題状況 提出された
政策①～⑫

ⅰ）障がいの重度・重複化、多様化 ②、⑪

ⅱ） 学習障害、注意欠陥多動性障がい
等の対応の必要性

①、⑫

ⅲ） 早期からの教育的対応に関する要
望の高まり

ⅳ） 高等部への進学率の上昇、卒業後
の進路の多様化

ⅴ） 障がい者の自立と社会参加の進展

記述されていない課題
特別支援教育という価値転換・インク
ルーシブ教育の是認

③、④、⑤、
⑥、⑦、⑧、
⑨、⑩

出典：筆者作成
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要がある。内部要因分析としては、学校組織、教員
の資質、学齢・学校段階による状況分析、教育課程
の分析、教育資源配分の問題などがあげられる。破
壊的再生ということを念頭におくならば、従来のや
り方にとらわれず、むしろ多様な社会実験として
様々な教育課程や指導方法といった手法が試される
べきである。またモニタリングや評価に際しては、
インクルーシブ状況を評価するための適切な指標が
開発されなければならない。
　教育へのアクセスや合理的配慮といったキーワー
ドも参考にしながら、政策の内容を充実させること
が必要であるが、このような多様化に対応する公平
な教育の開発は、容易に達成はできないだろう、と
はOECDの指摘するところである。OECD（2009）
では、公平な教育の提供とはどのようなものになる
のかという点に明確さが欠けていることをすでに指
摘し、「許容できる不平等の程度」に合わせた照準
が必要であるとしている。
　OECDが提起する第１の原則は、教育制度は存在
している多様性を認識し、それに対応した計画を立
案すべきであるということである。学校の教育目
標、組織、授業と評価方法が、すべての生徒に適切
に提供されるよう、教育制度は、社会の変化に敏感
でなければならず、新たに発展する経済的、社会的
環境に可及的速やかに適応しなければならない。障
がい、困難、社会的不利の条件を持つ児童生徒の教
育に対しても、教員の姿勢と理論が問われている。
彼らの教育に貢献しようとする積極性や、インク
ルーシブな設定で勤務する職業的スキルの開発が待
たれる。
　今後は海外事例（オーストラリアのインクルーシ
ブな生活技術課程や、コロラド州インクルーシブな
学習社会を支援する制度転換）など参考となる事例
を検討し、加速する多様化に対し公正な資源提供を
政策目標として確定できるような分析手法の開発が
課題である。
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